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新生組織におけるイノベーションのマネジメントに関する研究⑵ 
―資源蓄積パラドックス解消のための一考察―

中川　充

Ⅰ　はじめに

本小稿は、「新生組織におけるイノベーションのマネジメント⑴―「日本企業」研究の
限界とその超克に向けての研究方略―」（中川，₂₀₁₅：以下、前稿と示す）の続編にあたる。
前稿に引き続き、新生組織においてイノベーションを促進させるための方略について検討
する。

前稿では、本論の鍵となる「新生組織」と「イノベーション」をそれぞれ次のように定
義した。
新生組織の定義：「新生組織」とは、「既存の組織と組織が合わさり、新たに生まれた組

織」のことである。新生組織には、戦略的提携による経営統合、吸収合併（Ｍ＆Ａ）によ
り新たに発足した組織もあれば、既存の企業内での再編成によりに設立された新規事業組
織などもあり、その形態や規模、発足の理由は多岐にわたる。これらの組織は、たしかに
近年になってはじめて現れたものではないが、昨今の劇的に変化する環境下においては、
変化に適応するための手段として、企業にとっての重要性が増している。

一方で、新生組織で新たな価値を生成し、それを実行することは非常に困難な課題であ
る（中川，₂₀₁₅）。新生組織におけるイノベーションのマネジメントが困難である理由と
して、比較的長い時間や経験を共有した既存組織と比べて、新生組織では成員の価値観や
思考の前提に「ばらつき」があることがあげられる。これまでに所属していた組織での「当
たり前」を、それぞれの成員が新生組織に持ち込んでしまうためである。価値観や思考の
前提が共有されていないだけではなく、場合によっては相反することもあり、成員に統一
感を持たせることは容易ではない点に注意が必要である。
イノベーションの定義：本論では、新生組織の問題に焦点を当てながら、組織の内外で

新しい価値を生成し、それを実行するための方略について検討する。前稿から引き続き、「組
織において新しい価値を生成し、それを実行するまでの一連のプロセス」を「イノベーシ
ョン」と定義し、議論を進める。

イノベーションの定義については、先行研究においてもさまざまなものがある。代表的
なものとして Shumpeter（₁₉₃₄）は、経済成長の源泉としてのイノベーションについて論
じている。そこでは、イノベーションを①新製品の生産、②新生産方式の実現、③新市場
の開拓、④新しい部材の調達、⑤新しい組織の実現の ₅ つに分類している。一般的に、イ
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ノベーションは「技術革新」と訳されることが多いが、先の ₅ つの分類をみれば、必ずし
も狭い意味での「技術」に直接的に関連しているものに限定されるわけではないことがわ
かる。

また、一橋イノベーション研究センター（₂₀₁₁）によれば、「イノベーションは広く改
革を意味しており、狭義の技術革新にとどまるものではない。新しい製品やサービスの創
出、既存の製品やサービスを生産するための新しい技術や、それらをユーザーに届け、保
守や修理、サポートを提供する新しい技術や仕組み、さらにはそれらを実現するための組
織・企業間システム、ビジネスのシステム、制度の改革などを含める」とされている。

本小稿でも、先行研究と同様に技術や製品の革新などの狭い意味にとどまらず、より広
義のイノベーションを捉える。

Ⅱ「日本企業」研究のこれまで：前稿の振り返りと問題の再確認

次に、新生組織におけるイノベーションのマネジメントについて論じる意義をあらため
て確認するため、前稿にて整理された日本企業に関する研究のこれまでを振り返る。前稿
では、「日本企業の特異性」、「優位性の探求」、「日本企業（研究）の限界」といった視点
から日本企業について論じてきた研究、すなわち「日本企業」研究の流れを整理し、概観
した ₁ 。

日本企業に関する研究は、経営学と関連するものに限定しても、経営戦略論、経営組織
論、経営管理論をはじめ、経営史や国際経営など非常に多岐にわたる分野で関心を集めて
きた。その契機のひとつは、₁₉₇₀年代から₁₉₈₀年代にかけての日本企業の好調期にあった。
それまでの主流であった米国企業を対象とした経営学の知見では十分に説明する事ができ
ない、特異な存在として注目されるようになり、次第に成功の背景にある優位性の源泉を
探求する試みを通じて、普遍的な理論へ昇華されていくというような流れが確認された。
日本企業の特異性：日本企業の特徴については、かなり古くから論じられてきた。特に

海外の研究者による研究は、当初、欧米企業とは異なる特徴をもつ日本企業の特異な性格
を明らかにしようという試みであった。

日本企業の特異性については、例えば、Abegglen（₁₉₅₈）によって「終身雇用」「年功
序列」「企業内組合」の ₃ 点かならなる「三種の神器」の存在が指摘された。また、それ
らの特異性が生じる背景には、日本企業及び日本人が「集団主義（間，₁₉₇₁；岩田，₁₉₇₇）」
であるといった、文化的、心理的要因が影響していることが指摘されてきた（占部，₁₉₇₈）。

₁ 　詳細は、中川（₂₀₁₅）を参照されたい。
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優位性の探求：その後、₁₉₇₀年代から₁₉₈₀年代には、日本企業が世界的にみても高い成
果をあげるようになり、その競争力の源泉を探ることが重要なテーマとなった。すなわち、
「なぜ日本企業は高い経営成果をあげることが出来るのか」という問題を解明しようとい
う取り組みである。特異な存在としての日本企業という位置づけから、日本企業の戦略や
組織から優位性を説明することにより、日本企業の「成功のロジック」を明らかにし、欧
米企業へのインプリケーションを導き出そうとする「普遍的な理論」を探求する研究対象
へと変化したといえる。

これらの研究には、日本人研究者による日本企業の実証研究も含まれている。前稿では、
代表的な研究として、加護野・野中・榊原・奥村（₁₉₈₃）を取り上げた。

彼らは、企業が競争優位を構築するうえで、米国企業は製品戦略を重視しているのに対
して、日本企業は生産現場でのオペレーションを核とした「創発」を重視していることを
明らかにした。当時の日本企業を取り巻く経営環境が、技術や需要に関する変動性が高く、
労働市場の流動性が低かったことと関係している。また、日本企業は、米国企業と比較し
て長期的に資源蓄積を行っていることとも関連している。すなわち、日本企業は、長期間
の雇用にもとづき、組織内に経営資源を蓄積し、それらの資源を用いた現場での創発を行
っていることが明らかにされた ₂ 。

その他にも、例えば「製品開発・生産管理システム（門田，₁₉₈₅；Clark ＆ Fujimoto，₁₉₉₁）」、
「企業統治（伊丹，₁₉₈₇）」、「競争行動（沼上・浅羽・新宅・網倉，₁₉₉₂；新宅，₁₉₉₄）」
などに焦点を当て、日本企業の優位性の源泉についての議論がなされた。
日本企業（研究）の限界：₁₉₉₀年代以降、後に失われた₁₀年、₂₀年と呼ばれる期間に、

全体的な傾向として、日本企業はそれ以前と比べると十分な経営成果をあげることができ
なくなっていった。最近では、日本企業に関する研究は、これまでにように優位性を探求
するのではなく、企業が抱える課題、すなわち日本企業の「限界」について論じる研究が
散見されるようになってきた。前稿では、日本企業の限界について論じた研究の中から、
①戦略の限界について論じた研究（三品，₂₀₀₄；榊原，₂₀₀₅）と、②組織の限界について
論じた研究（沼上・軽部・加藤・田中・島本，₂₀₀₇）をそれぞれ取り上げ、研究の知見を
整理した。
問題の再確認：日本企業の「限界」研究は、優位性の源泉を解明しようとする一連の研

究と比べれば、未だにその数は多くない（吉原，₂₀₁₀）。さらに、当然のことながら、日
本企業がまさにいま直面している新しい時代の課題について論じている研究は、なおのこ
と少ない。

ジャパン・アズ・ナンバーワンの時代と比べて、日本企業のパフォーマンスが低迷して

₂ 　前稿でも補足した通り、日米企業に共通する特徴として、価値や情報の共有を中心とした相互作用を重視しながら、ルールや計画
による組織的統合も重視しているということも同時に指摘している。
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いる今日では、日本企業の限界に関する研究の重要性は、これまで以上に増している。わ
れわれは限界を見据えたうえで、新しい時代の経営課題を超克するためのマネジメントに
ついて検討し、提言していくことが求められている。

本論のねらいは、この日本企業が直面する新しい時代の課題に対する論考を深めること
にある。

Ⅲ　資源蓄積パラドックスの実態と発生メカニズム

上述した通り、新生組織とは、既存の組織と組織が合わさり新たに生まれた組織のこと
である。具体的な例としては、提携、経営統合、Ｍ＆Ａなどにより新たに生まれた企業や、
新規事業の立ち上げや事業の再編成などで生じた組織など、さまざまなレベル、形態のも
のがある。また、設立の意図も決して一通りではない。

本小稿では、前稿でも述べた通り、新興市場へ進出した企業の海外子会社を新生組織の
例として議論を進める。新興市場は、比較的近年になってから企業活動のフィールドとな
っていることが多い。したがって、先進国市場の海外子会社よりも参入からの時間が短い
ことが特徴である。また、先進国市場であっても、新興市場であっても、参入の際には、
独立資本での参入や現地企業とのジョイントでの参入など参入方法はさまざまである。例
えば、独立資本で参入した場合には、大きな括りでは既存の企業が子会社を設立しただけ
であり、「既存の組織と組織が合わさって新しく生まれた組織」に当てはまらないように
見えるかもしれない。しかしながら、よりミクロな単位でみると、ある程度は組織の規模
に関わるものの、海外子会社の成員が全員本国からの派遣者であることは考えにくい。当
然、現地で新たに採用した成員を加えることになる。それらの新たに加わった成員は、既
存の組織である親会社あるいは親会社から派遣された者とは異なる価値観や思考の前提を
有していると考えられる。このように考えると、新興市場の海外子会社は、やはり本論で
いうところの新生組織のひとつであるといえる。

新生組織の一例である新興市場の海外子会社で起きている経営上の課題を紹介し、その
実態と課題が発生するメカニズムを説明する。

１ 　資源蓄積パラドックスの実態
新興市場の海外子会社について考えるためには、多くの日本企業が、現在どのような課

題に直面しているのかを説明しておく必要があるだろう。海外、特に新興市場で活動して
いる日本企業の多くは、「先進諸国での成功が新興市場での成功に結びつかない」という
問題に直面している。この問題を超克することは、多くの企業にとって喫緊の課題である。

製造企業を中心として、日本企業は、これまで北米や欧州などの先進諸国で高い経営成
果をあげてきた。しかし、近年では、新興国市場での経営成果が重要視されつつある。そ
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れにも関わらず、先進国市場と比較すると相対的に高い成果をあげられていない。
この問題の背景にある要因は、「ヒト（人的資源）」「モノ（物的資源）」「カネ（資金的

資源）」「情報（情報的資源）」といった経営資源の蓄積にある。企業が有する経営資源は、
その企業に特有な競争優位の源泉となる（e. ｇ . 吉原・佐久間・伊丹・加護野，₁₉₈₁；
Wernerfelt, ₁₉₈₄）。一方で、経営資源の蓄積が組織や戦略に硬直性をもたらし（Leonard-

Barton, ₁₉₉₂）、新興市場のような変化の激しい環境に適合することができずに、結果とし
て高い成果をあげられないという矛盾を生む。このような経営資源の蓄積が生み出す矛盾
を「資源蓄積のパラドックス」と呼ぶことにする。

筆者は、これまでに新興市場を対象として、日本企業が資源蓄積パラドックスに陥って
いる様子を幾度も確認してきた。例えば、日本の大手家電製造企業が中国市場に投入して
いる薄型テレビの製品のスペックを他国企業と比較した結果、次のような結論を得た（中
川，₂₀₁₀︐₂₀₁₁）。

日本企業は、共通して中国市場のなかでもとくに高所得者層をターゲットとする製品戦
略をとっていた。これは、ハイスペックな製品を性能の割には低価格で（新興市場では往
々にして安価ではないが）市場へ投入することを志向し、日本や他の先進国市場で蓄積し
てきた経営資源にもとづいてとられた行動であった。現地市場の生成期には、大半の購買
層が高所得者層と合致しているため、一定の成果をあげることができるものの、市場の購
買力が高まり、ボリュームゾーンが中間層へと移行する時期には、性能面では相対的に優
れていなものの、より安価な製品を投入する現地企業や後発企業に価格競争力を背景に逆
転されてしまった。

この中国薄型テレビ市場における日本企業の事例のように、既有の経営資源が抑制要因
となり新興市場の特徴である市場の激しい変化に十分に適応できないというような資源蓄
積パラドックスに陥ってしまった結果として、高い経営成果をあげられなくなっている状
況は少なくない ₃ 。

資源蓄積パラドックスを解消することにより、日本企業は、先進国市場においてそうで
あったように、新興国市場でも成功することが可能となる。後にあらためて述べるが、他
の新生組織でも同様の原理でイノベーションを起こすことができるようになる。

２ 　資源蓄積パラドックスの発生メカニズム
経営資源のコア・リジディティと資源蓄積パラドックス：ここまで見てきたように、「資

源蓄積パラドックス」とは、企業が競争優位の源泉となるはずの経営資源を蓄積すること
により、柔軟な戦略転換やイノベーションが抑制されてしまうという現象のことである。

₃ 　本論では、日本企業を念頭において論じているが、新生組織におけるイノベーションの問題は、本質的には日本企業に限ったもの
ではない。
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企業が蓄積する経営資源は、競争優位の源泉となる（e.ｇ. 吉原・佐久間・伊丹・加護野，
₁₉₈₁；伊丹，₁₉₈₄，；Wernerfelt, ₁₉₈₄；Barney, ₁₉₈₆）一方で、それが強固な経営資源で
あればあるほど、企業の戦略や組織に対して硬直性をもたらす要因ともなり得るというこ
とである（Levitt and March, ₁₉₈₈；Leonard-Barton, ₁₉₉₂）。新興市場における海外子会社
の問題に話題を戻すならば、資源蓄積パラドクスが生じるメカニズムは、次のように説明
することができる。

新興市場は、先進国市場と異なる制度や商慣習などがあり、企業にとっては適応が困難
な市場である（Hoskisson et al, ₂₀₀₀）。先進国市場と新興国市場との制度や商慣習の違いは，
新興国市場における高所得者層を対象とする場合にも存在するが、市場の中間層や低所得
者層を対象とする場合にはさらに顕著になる（London and Hart, ₂₀₀₄）。今後、新興国市場
の中心となるのは、市場の中間層や低所得者層であることからも、新興国市場で高い成果
を あ げ る た め に は 先 進 国 市 場 と は 異 な る 戦 略 が 必 要 と さ れ る（Dawar and 

Chattopadhyay, ₂₀₀₂）。先進国と異なる戦略を実行するためには、当然これまでとは異な
る経営資源が必要となる。

一方で、日本企業は、これまで先進国市場を中心に激しい企業間競争を行い、競争を通
じて各企業が技術革新を促進させてきた。激しい企業間競争の結果として、日本市場を中
心とした先進国市場での競争優位を生み出す経営資源を蓄積してきたのである（中川，
₂₀₀₉）。それらの経営資源は、経路依存的な性質をもつ。これまでに蓄積してきた資源を
無かったものとして、既有の資源と矛盾するような行動をとることも困難である。したが
って、経営資源の蓄積は、容易な戦略の方向転換を許さなくなる。

このような理由で、日本をはじめとした先進国市場でこれまでに成してきた日本企業の
「成功」は、反面で資源蓄積パラドックスの問題を引き起こす要因となる。
新興国市場戦略のジレンマと資源蓄積パラドックス：また、天野（₂₀₁₀）によれば日本

企業は、先進国市場において競争優位を獲得することにより，「新興国市場戦略のジレンマ」
に陥っているという。新興国市場戦略のジレンマとは Christensen（₁₉₉₇）における「イノ
ベーターのジレンマ」と類似した性質をもっている。

ある市場におけるリーダー企業は、現在の競争優位の源泉となっている既存の顧客との
関係を重視し、既存の製品パフォーマンスを向上させるような持続的技術の開発に積極的
に取り組む傾向がある。一方で、後発の企業はリーダー企業と比較すると顧客との関係な
どにおいて制約がないため、既存製品の価値を一変し、将来の市場において新たな価値を
創造し得るような破壊的技術の開発にも積極的に取り組むことができる。

Christensen（₁₉₉₇）は、リーダー企業が既存の顧客からの要望に応えることによって、
結果的に将来の新規顧客からの要望に応えることが困難となる状況をイノベーターのジレ
ンマと呼んでいる。

このイノベータージレンマに関する議論は、新興市場にも置き換えることができる。日
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本企業などの先進国企業は、これまで中心的な活動拠点であった先進国市場で既存の制度
や商慣習を参照し、既存の顧客もしくは市場のニーズに応えることにより競争力を獲得し
てきた。しかしながら、それらの顧客や関係や競争のルールを重視するため、新たな制度
や商慣習にもとづき効果的な戦略へ適応することが困難となる。

新興国市場戦略のジレンマは、資源蓄積パラドックスが生じている「状態」を指してお
り、逆に資源蓄積パラドックスは、新興国市場戦略のジレンマに陥る「要因」と整理する
ことができる。資源蓄積パラドックスの問題は、新興国市場戦略のジレンマに関する研究
の知見とも符合する。

新生組織の一例として扱っていることからもわかる通り、これは新興市場の海外子会社
に限った問題ではない。提携、経営統合、Ｍ＆Ａなどさまざまな状況で生じている問題で
ある。日本企業の場合、先に振り返ったように、心理的、文化的要因から特異な面を有し
ており、その特異性を築く源泉たる価値観や思考の前提を共有していない他者との間では、
これまでの優位性を十分に発揮できないといったことが考えられる。

Ⅳ　資源蓄積パラドックスを解消するための方略

新興市場の海外子会社で、資源蓄積パラドックスが問題となっていることは指摘した通
りである。また、資源蓄積パラドックスは、文字通り継時的な経営資源の蓄積が要因であ
り、それまでに成功を収めてきた企業であればあるほど陥る可能性がある罠であるといえ
る。困難な課題ではあるものの、われわれはパラドックスの解消に向けて、どのようなマ
ネジメントが必要であるかを検討しなければならない。

そこで、資源蓄積パラドックスを解消するための方略について検討していく。はじめに、
国際経営に関する研究の知見を用いて、主に企業、組織を分析の単位としたマクロな視点
の方略について検討する。さらに、マクロ的方略を実現するために必要な、企業内の集団
や個人レベルのミクロ的方略を提示する。

１ 　資源蓄積パラドクス解消のためのマクロ的方略
国際経営に関する中心的な議論として、海外市場へ進出し、活動する際に「現地化（ロ

ーカル適応）」と「標準化（グローバル統合）」のバランスをいかにして最適化するか、と
いう問題がある（Prahalad and Doz, ₁₉₈₇）。経営資源に注目するならば、現地化するため
には既有の資源を現地のニーズに合わせる必要があり、標準化するのであれば、現在の資
源をそのまま移転することになる。

一般的に、新興市場において競争優位を創出するためには、現地化戦略が効果的である
とされている。新興市場では、先進国市場と比べて政治的力学が作用する側面が大きく、
企業は現地化戦略により独自の制度や慣習にスムースに対応することが求められる。また、
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先進国市場と比べて、市場ニーズなどの外部環境が変動しやすいため、現地化することで
速やかに適応することができることも理由のひとつである。

新興市場の海外子会社において資源蓄積のパラドックスが生じている場合、それを解消
するためには、どのような方略をとることができるのか。国際経営研究の知見を参照し、
本国からの優位性の移転と、現地での新たな価値の創発について検討する。
優位性の移転：国際経営の研究では、本国から現地国（海外子会社の進出先国）への「優

位性の移転」（transfer）が論じられてきた（e.ｇ. Hymer, ₁₉₇₆；Kogut and Zander, ₁₉₉₃）。
優位性の移転の有効性を前提にした議論は、古典的な多国籍企業論にはじまり、多くの研
究で議論の前提とされてきた。これらの研究では、企業の活動場所は、主に先進国市場が
想定されてきた。

近年では、企業活動のフィールドが新興市場へと広がってきている。先進国市場におけ
る需要の増加が頭打ちとなり、市場が飽和状態になりつつある（London and Hart, ₂₀₀₄）
ことを受けて，多国籍企業の活動拠点は新興市場へと移行している。同時に、新興国市場
における戦略の重要性が指摘されている。

新興国市場を対象とする研究は、₉₀年代後半頃から徐々に蓄積されてきた。これまでに
も、低賃金などに依拠した立地特殊的優位性を獲得するために新興国へ進出した生産拠点
などを対象として研究が行われてきた。₂₀₀₀年代に入り、新興国市場を多国籍企業にとっ
て重要な戦略的拠点と位置づけ直し、どのように競争優位を獲得するかといった問題につ
いて論じている研究も蓄積されてきている。

日本企業は、新市場においても、これまでの歴史上、先進諸国で展開してきたのと同様
に、 本 国 資 源 に も と づ く 優 位 性 の 移 転 を 積 極 的 に 行 っ て い る（Isobe, Makino and 

Montgomery, ₂₀₀₀）。しかしながら、新興市場は、市場のニーズや商習慣などの事業環境
が先進諸国と大きく異なる（Peng and Luo, ₂₀₀₀；Bae and Lawler, ₂₀₀₀）。そのため、新興
国市場では先進国市場における優位性を移転することが、競争優位ないしは経営成果に結
びつきにくい。また、そもそも本来は移転することによって優位性の源泉となるはずの経
営資源が、資源蓄積パラドックスを引き起こす要因なのであるから、既有の資源にもとづ
いた単純な優位性の移転はパラドックス解消の方略にはなり得ない。したがって、資源蓄
積パラドックスを解消するためには、現地での新たな価値の創発、さらにはそれの実行と
いうイノベーションのマネジメントが必要になる。
現地での価値創発：近年の研究では、資源の移転や単純な適応に留まらず現地で新たな

価値を「創発」（emergence）させることの重要性が指摘されている（e.ｇ. Doz, Santoz and 

Williams, ₂₀₀₄；岩田，₂₀₀₇）。
現地での価値の生成とその実行は決して容易ではない（Teece, ₁₉₈₆）が、新興市場で

活動する企業にとって非常に重要である。そこで求められるのは、まさしく新たな価値を
生成し、それを実行するというイノベーションである。
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そこで次に考えるべきは、新興市場の海外子会社のような新生組織で、どのようにして
イノベーションを促進するのかという問題である。

２ 　資源蓄積パラドクス解消のためのミクロ的方略
イノベーションを促進するための組織的、戦略的マネジメントを、本小稿ではミクロ的

方略と呼ぶ。ミクロ的方略と称する理由は、先に述べたマクロ的方略を実現するためのミ
クロ的な基礎にあたる方略であるためである。

前稿では、新興市場の海外子会社のような新生組織でイノベーションを促進するために
は、 本 国 か ら の 派 遣 者 と 現 地 人 の 成 員 か ら 構 成 さ れ た 新 た な 集 団 を、 多 様 性
（Mathieu, Maynard, Rapp ＆ Gilson, ₂₀₀₈）のある「混合物」であると捉えるのではなく、
やや抽象的に述べるならば、両者の間に何らかの化学反応をおこし、集団を「化合物」に
するようなマネジメントが必要であることを指摘した。

新生組織でのイノベーションが困難な理由は、それぞれの成員がこれまでに所属した組
織での「当たり前」を持ち込み、結果として価値観や思考の前提が共有されにくいためで
ある。逆にいえば、本国からの派遣者と現地人の成員とを化合物のように一体とするため
には、理想的には両者の間で共有された「価値観」や「思考の前提」を築くことが効果的
である。しかし、それは現実的には困難であるため、価値観や思考の前提の違いを乗り越
えた感じを持たせることが求められる（古川，₂₀₁₅）。

古川（₂₀₁₅）の議論は、本論でいう新生組織におけるイノベーションのマネジメントを
含む、より普遍的な説明力を持つ枠組みである。その議論を援用するならば、本小稿でい
うところの価値観や思考の前提の違いを乗り越えた感じを持たせるためには、集団内に「共
に見るもの」を設けることが重要になる。「共に見るもの」をつくり上げることにより、
異なる価値観や思考の前提の違いを持った成員たちに、その違いを乗り越えた感じを持た
せ、その結果、新たな価値を生成し、実行するに至るイノベーションを促進するのである₄ 。
共に見るものとは、例えば、経営方針や経営理念、ビジョン、経営課題などである。

以上のように、新興市場の海外子会社のような新生組織を想定し、イノベーションを促
進するためのマネジメントを考える際には、 ₂ つの異なる文脈を押さえておくことが有効
である。ひとつは、企業もしくは親会社と海外子会社組織を単位とした、既存の優位性を
移転するのか、それとも新しい価値を創発させるのかというようなマクロ的方略について
の議論である。もうひとつは、組織の中で、どのような働きかけを通じてイノベーション
を促進するのかというミクロ的な方略に関する議論である。両者は、これまで異なる文脈

₄ 　前稿を執筆した時点では、本小稿でいわゆる資源蓄積パラドックス解消のためのミクロ的方略に関するレビューを行い、新たな枠
組みを構築することを企図していたが、古川（₂₀₁₅）によって、より普遍性が高く、説明力のある枠組みが提示されたため、今回は
それを援用し説明を試みることにした。「共に見るもの」やそれを設けるためのコミュニケーションについては、古川（₂₀₁₅）を参
照されたい。
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で論じられてきたが、本論での議論もふまえ、マクロとミクロを結びつける枠組み、ロジ
ックを構築することも、イノベーションのマネジメントに関する研究においては重要であ
る。

３ 　新生組織にとっての「資源蓄積パラドックス」問題
新生組織のひとつとして取り上げた新興市場の海外子会社では、資源蓄積パラドックス

が生じており、柔軟な戦略転換やイノベーションが抑制されていることを述べてきた。ま
た、資源蓄積パラドックスを解消するための方略についても論じてきたが、本論がタイト
ルが示す通り「新生組織におけるイノベーションのマネジメント」に関する論考である以
上、最後に、新興市場の海外子会社でいう「資源蓄積パラドックス」問題、およびイノベ
ーションを促進するためのマネジメントが、新生組織全般においてはどのような意味があ
るのかを検討する必要があるだろう。

以下では、資源蓄積パラドックスに陥らなかった新生組織の例として、日産自動車（以
下、日産）とルノーの提携により生じた新生組織を例に挙げて、本論で提示した方略の有
効性について若干の検討を試みる。
日産とルノーの提携による新生組織：上で述べた通り、日産はルノーとの提携により新

たな組織となった。生まれ変わったという意味で新生組織である。それと同時に、資源蓄
積パラドックスに陥らなかった貴重な事例である。

日本を代表的する自動車企業である日産は、₁₉₉₉年に仏企業であるルノーとグローバル
・アライアンス（提携）の合意を交わした。背景には、日産の極度の経営不振があり、こ
の結果、ルノーは資本投資と引き換えに₃₆．₈パーセントの株式を保有することとなった ₅ 。

ルノーからは、日産を新たな組織へ変革するべく、マネジメント・チームが派遣され、
その筆頭はカルロス・ゴーンＣＯＯ（当時）であった。ルノーの立場からみれば、人的資
源や財務的資源を含む経営資源を移転したといえる。この日産とルノーの事例の場合、本
小稿で新興市場の海外子会社を例として説明してきた資源蓄積パラドックスの問題は、ど
のような意味をもつのだろうか。
日産が陥った資源蓄積パラドックス：ルノーとの提携により、新たな組織に生まれ変わ

った日産は、まさしく本論でいう新生組織に該当する。カルロス・ゴーンをはじめとして、
規模は小さいもののルノーから派遣されたトップ・マネジメント・チームと、経営不振に
陥っていた従来の日産という組織が合わさり、新たに生まれた組織であると考えると理解
しやすい ₆ 。

ゴーンが日産へ来た当初、それまでの経営不振がすべてを物語っているように、日産が

₅ 　『日本経済新聞』，₁₉₉₉年 ₃ 月 ₁ 日朝刊。
₆ 　ルノーからは、当初、カルロス・ゴーンを含む ₃ 名の役員と₃₀～₄₀人ほどのマネジャークラスの社員が派遣された（『日本経済新聞』，
₁₉₉₉年 ₃ 月₂₅日）。
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これまでに取り組んできた経営手法や企業行動はどれも大きな問題があった。一方で、経
営不振に陥っていたとはいうものの、これまでに蓄積してきた経営資源をすべて無かった
ことにするというのは現実的ではなく、日産では、ルノー流、ゴーン流のそれをすぐに受
け入れ、理解し、実行することもまた困難であった。当初は、例えば性能やコストに関し
ても、ルノーは、低コストとデザインで勝負する企業であり、「技術の日産」を自負して
きた日産とルノーの間には大きな考え方の違いがあった ₇ 。

長い間、独自の技術が高く評価されてきたことも事実であり、知識や情報も含めて、企
業内に蓄積されてきたある種強固な経営資源を有するが故に、新しい組織として本当の意
味で生まれ変わることには困難も伴った。
パラドックス解消の方略と実践：ルノーから派遣されてきた当初の評判では、ゴーンは

“コスト・キラー ” と称されており ₈ 、それまでの慣行を無視するようなコストカットや、
生産工場の整理などを断行した面が強調されていた。しかしながら注目すべきは、ゴーン
がルノー流のマネジメントをそのまま移転するのではなく、新しく生まれ変わった日産に
おいて従来からいる成員を巻き込み、あらたな価値を生成し、実行させるような取り組み
を積極的に行ったことである。「V-up 活動」や「クロス・ファンクショナル・チーム」と
いうようなキーワードで説明されている取り組みである ₉ 。

本小稿では紙幅の関係もあり、その詳細な取り組みの内容については紹介できないが、
これらは、お客様にとっての価値、社員にとっての価値、企業のとっての価値を向上させ
るために独自の課題解決手法を開発する活動であり、また、中長期にわたり企業が向かう
改革の方向性を検討するためのチームである（日産自動車株式会社V-up推進・改善支援室，
₂₀₁₃）。

チームをつくり、課題を明らかにし、課題解決のために共通の手法を設け、組織が向か
う方向性を示す。そして、リーダー自身が、組織の成員間でこれらを共有するよう積極的
に働きかける。こうした取り組みにより、日産ではルノーとの提携による成員間の価値観
や思考の前提の違いを乗り越え、イノベーションを促進するような仕組みが生み出された。
言い換えれば、ルノーと提携後に日産で行われたのは、本小稿で述べてきたイノベーショ
ンを促進するミクロ的方略の具体的な取り組みであるといえる。

また、マクロ的な視点でみるならば、ゴーンによって持ち込まれたルノーの経営資源と
日産が従来もち合わせた経営資源とを融合させ、新たな価値を生成し、実行した事例とし
て評価することができる。すなわち、ゴーンというリーダーが主導して日産で行ったのは、
新生組織におけるイノベーションのマネジメントに他ならない。

₇ 　『日本経済新聞』，₁₉₉₉年₁₀月₂₁日朝刊。
₈ 　『日本経済新聞』，₁₉₉₉年 ₃ 月₂₈日朝刊。
₉ 　日産とルノーの提携については、既に数多くの書籍、論文がある。本小稿では、資源蓄積パラドックスが新生組織全般にとって意
味のある現象であることを説明するのが主たる目的であることから、詳細な事例の記述は行わない。事例の詳細については、例えば、
日産自動車株式会社 V―up 推進・改善支援室（₂₀₁₃）などを参照されたい。
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資源蓄積パラドックスの問題は、直接的には本小稿で取り上げた新興市場の海外子会社
における経営課題であるが、先の日産の例からも明らかなように根源的な部分では他の新
生組織にも共通するものである。本小稿で検討した組織の中で実行されるべき方略は、パ
ラドックス解消に有効なものであるといえそうである。

Ⅴ　おわりに

本論では、日本企業研究の系譜を整理し、その延長線上にある新しい時代の課題として
「新生組織におけるイノベーションのマネジメント」問題を提示した。また、新生組織の
一例には過ぎないものの、新興市場の海外子会社を例にあげ、資源蓄積パラドックスが生
じていることや、その実態および発生のメカニズムについて論じた。

その結果、パラドックスを解消し、新生組織においてイノベーションを促進するために
は、異なる文脈をもち、異なる価値観や思考の前提をもった成員の間に、「共に見るもの」
（古川，₂₀₁₅）を設けるような方略が必要であることを指摘した。これらの議論を通じ、
やや議論に粗さがあることは認めながらも、今日の重要な経営課題を明らかにし、その超
克をはかろうとする取り組みには一定の意義がある。

一方で、本論は、研究目的からして問題提起の側面が強く、いわゆる実証的な研究を志
向したものではない。今後は、詳細なデータにもとづき，資源蓄積パラドックス問題の普
遍性や、新生組織におけるイノベーションを促進させるためのミクロ的方略の効果性など
を実証的に検証していく作業が残っている。継続した研究成果の蓄積が望まれる。
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